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研究成果の概要（和文）：営農型太陽光発電設備設置による影響を調査し、食料生産とエネルギー生産の両立に
ついて実現可能性を検討した。発電設備下では、日射量、気温、地温および作物の成長速度は低くなったが、栽
培期間を延長することで、出荷規格を満たし，十分な収量を得られることが示された。また、全気候太陽スペク
トルモデルを使用した日射量データに基づく太陽光パネル下の光合成光子束密度を推定する計算モデルを作成し
た。さらに宮崎県のサトイモ栽培をモデルケースにして、日射量データを使用して特定の地域で設備を導入した
場合の具体的な効果を算出するモデルを作成した。結果から食料生産とエネルギー生産を両立した農業システム
の実現可能性が示された。

研究成果の概要（英文）：We investigated the feasibility of combining food and energy production into
 a single field by examining the effects of installing photovoltaic equipment above land used for 
farming. Both the amount of solar radiation, the air and soil temperature and growth rate were lower
 under the photovoltaics than those under the open field. However, yields and qualities sufficient 
to meet market demands remained possible with extension of the cultivation periods. In addition, we 
employed an all-climate solar spectrum model to calculate the photosynthetic photon flux density 
accurately on farmland partially shaded by solar panels and supporting tubes. Finally, established a
 model that calculates the quantitative effect of the introducing the system in any area with solar 
irradiation data based on taro cultivation in Miyazaki Prefecture as a model case. Therefore, 
providing a novel opportunity to realize an integrated agricultural system with parallel production 
of food and energy.

研究分野： 施設園芸学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
営農型太陽光発電は農地保全や農家所得の向上，エネルギーの地産地消，太陽光発電用地確保などの観点から期
待されているが，発電設備が農地を遮光するため，作物の収量低下などの悪影響が懸念されていた。本研究では
営農型太陽光発電設備が栽培環境や作物の生育に及ぼす影響を調査し、営農型太陽光発電に適した作物や品種、
作付け方法を明らかにし、農業と太陽光発電事業を同時に行うための栽培管理方法を確立した．本研究成果によ
り，営農型太陽光発電の導入可能性や適した作物についての検討が可能となり、再生可能エネルギーを活用した
持続可能な農業システムの構築に貢献することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 営農型太陽光発電は，農地に支柱を立てて上部空間に太陽光発電設備を設置し，農業と発電事
業を同時に行う新しい産業形態であり，農業所得の向上，新規就農の促進，日本の農業の発展，
さらには国家の食料およびエネルギーの安全保障への寄与が期待される．一方で，営農型太陽光
発電設備の設置には支柱部分の一時転用申請が必要であり，設置許可を得るためには当該設備
を設置していない周辺農地の収量に対して 80%以上を維持し，適切な営農を継続することが必
要である（農林水産省の 2013 年 3 月 31 日付けの通知（平成 30 年 5 月改正））．しかし，支柱を
立てて営農を継続する太陽光発電設備等についての農地転用申請に必要な「生育に適した条件
等（日照特性等）及び設計上生育に支障が生じない理由」を裏付ける科学的なデータは少なく，
設置許可の審査が難航しており，客観的な評価システムの構築が望まれている．一方で，農林水
産省からは営農型太陽光発電の優良事例としてブルーベリーやサツマイモ，ダイズ，米，茶が公
表され，成功事例も増えてきている．しかしながら，これらの事例は太陽光発電パネルの設置密
度が小さいものや当該設備の投影面積などが不明であるものが多く，設置密度の異なる条件で
の気象や収量についての比較データもない．また特定の地域で特定の時期に特定の作物のみ栽
培した事例であり，事例の汎用性は低く，農地の利用期間も限定的である．したがって，当該施
設が農地環境や農作物に及ぼす影響や設置許可条件である収量 80%以上の維持が可能なパネル
密度の閾値，周年的な農地活用が可能な作型は明らかにされていない． 
 
２．研究の目的 

農地に設置した営農型太陽光発電設備が栽培環境へ及ぼす影響の調査や栽培試験による営農
型太陽光発電に適した作目や品種，作型の検討により，農業と太陽光発電事業を両立させる管理
法の確立を目的とした．具体的には，課題 1）実際の栽培現場から得られるビッグデータを利用
した発電量や収量の予測モデルを構築・統合，課題 2）非線形計画法を用いて説明変数に営農型
発電の設備や面積，地域，作物，品種，栽培時期などを設定し，目的変数には発電量や収量，農
家所得の最大化条件，エネルギーの地産地消が実現可能な設備と規模の条件などを設定するこ
とで，課題 3）営農型太陽光発電の導入目的に応じた解が得られるアルゴリズムを構築，検証す
ることであった（図 1）． 

図 1 本研究課題の研究スキーム． 

 
３．研究の方法 
1）設備下で数種類の作物を栽培する試験 

営農型太陽光発電設備が作物の生育および
栽培環境に及ぼす影響を調査するため，宮崎
大学農学部研究圃場にパネル角度を調節可能
な営農型太陽光発電設備（MY 発電所キット・
ソラシェア，株式会社 Looop）を 2 台設置し，
下部の農地において栽培試験を実施した（図
2）．1 台あたりの発電容量は約 12 kWp，設置
面積は約 1 a，農地に対するパネルの被覆率は
62%であった．営農型太陽光発電設備下（以
下，設備区）と設備による遮光の影響を受け
ない農地（対照区）で，葉菜類，果菜類および
根菜類の多様な作物を栽培した（表 1）． 

図 2 実験に使用した営農型太陽光発電設備の側面図 
(A, B, C)．設備下でトラクターを使用している様子 
(D)．太陽光発電パネルは角度調整が可能仕様(B, C, E, 
F)．パネル角度が水平状態 0° (B, E)と 60° (C, F)の様子． 
 



 

 

 
調査は，発電量のほか，栽培環境として日射量，光合成有効光量子束密度（PPFD），気温，湿

度，地温および土壌水分，植物の生育として草高，生体重，SPAD 値，Fv/Fm 値について実施し
た． 

栽培事例として 2014 年 11 月から 2015 年 3 月にかけて栽培したコマツナ（Brassica rapa L. var. 
Perviridis Group cv. Natsurakuten），ミズナ（Brassica rapa L. Japonica Group cv. Kyoshigure），カブ
（Brassica rapa L. Rapifera Group cv. CR Yukibana）およびホウレンソウ（Spinacia oleracea L. cv. 
Bentenmaru）の結果を主に報告する．設備区では太陽光発電パネルでの発電量が最大となるよう
にパネル角度を太陽と垂直に毎月
調節した区（可変区，TT）と，地
面への直達光が最大となるように
パネル角度を水平に固定した区
（固定区，CT）を設けた（表 2）． 
また，春から秋の栽培では，TT と
CT のパネル角度がほぼ同じにな
るため，発電優先区と南中時の遮
光面積が半分となるようパネルを
60°傾けた発電半量区を設けた． 
 
2）設備下に到達する光量を推定するモデルの作成 

設備下の PPFD を計算するためには，パネルと支柱などの構造物によって遮光された直達光と
散乱光が異なるスペクトルを持つため，別々に計算することが不可欠である．そこで，パネルと
その支持管による遮光を，太陽の移動に伴う直達光と散乱光で定量化する方法を検討した．太陽
の動きと，パネルとその支持管の位置を観測点からの仰角と方位角で定義し，計算式を作成した． 
 
3）太陽光発電と農業生産の両立し，最大化する農業システムの評価モデルの作成 
 文献からサトイモの成長モデルを作成し，課題 2 で作成した計算式と統合することで，公開さ
れている日射量データから最適なサトイモの植え付け時期を検討した．最適な収穫時期はサト
イモの卸売価格が高い時期とした． 

図 2 サトイモの成長モデル． 
４．研究成果 
1）設備下で数種類の作物を栽培する試験 

2014 年の栽培環境は設備下では日射量が減少し（図 3），最高気温は低く，最低気温は高くな
り，気温の日較差が小さかった（図 4）．設備下ではいずれの作物も成長が遅かったが，ホウレ
ンソウ以外の作物は栽培期間を長くすることで出荷規格を満たし，CT では収量も対照区と同等
に得ることができた（図 5）．栽培期間中の収入を試算した結果，農業収入は対照区のコマツナ
で 2 回目の収穫，発電収入はカブの 3 回目の収穫で最大であった（表 3）．農業収入と発電収入
を合計した総収入は対照区のコマツナの 2 回目の収穫であったが，対照区の 2，3 回目の収穫は
出荷規格のサイズを超えたため実際は出荷できず，TT 区のコマツナの 3 回目が最大であった． 

栽培試験の結果，コマツナやミズナ，カブ，ホウレンソウ，ハクサイ，シュンギク，ダイコン
などの秋冬作においては対照区よりも設備区で生育が遅延し，出荷基準を満たすまでの栽培期
間は長くなったが，最終的には出荷基準を満たし，十分な収量が得られた．また，ミズナやハク
サイ，シュンギク，ダイコンは，温暖な気候である宮崎では 3 月に抽だいして商品価値がなくな

表 2 太陽光パネル角度と調整日． 

栽培年度

2014 コマツナ カブ ミズナ ホウレンソウ コムギ ナタネ

2015 サツマイモ イネ コマツナ ダイコン ミズナ ブロッコリー

2016 コマツナ ハクサイ シシトウ ホウレンソウ ダイコン ハクサイ シュンギク ニンジン

2017 サトイモ サツマイモ エダマメ オクラ ズッキーニ コマツナ ホウレンソウ ジャガイモ

2018 ジャガイモ サトイモ サツマイモ エダマメ ジャガイモ ホウレンソウ

2019 ジャガイモ サトイモ サツマイモ ダイコン ホウレンソウ

2020 サトイモ

栽培作物

表 1 太陽光パネル角度と調整日． 



 

 

るため，収穫時期を逃さないように注意が必要であり，さらに栽培時期を早めることで，抽だい
のリスク軽減や生産性の向上が期待できる．一方で，コマツナの夏作においては対照区よりも設
備区で生育が早かった．これは遮光によって過剰な日射が遮られ，強光や土壌乾燥によるストレ
スが軽減されたためと推察される． 

オクラとズッキーニは複数の品種を供試したが，いずれの品種においても設備区で大幅な減
収が認められた．春から夏秋にかけて栽培される果菜類は一般的に多くの光を必要とすること
から，営農型発電での栽培は不適であり，パネル密度を減らすなどの対策が必要と考えられる． 

ジャガイモは秋作に‘デジマ’と‘ニシユタカ’を，春作には‘男爵薯’，‘メークイン’，‘キ
タアカリ’，‘インカのめざめ’を栽培した．秋作では設備区の減収は認められなかったが，春作
では‘インカのめざめ’以外の品種は設備区で 2～3 割の減収が認められた．したがって，営農
型発電におけるジャガイモ栽培は春作よりも秋作が適しており，また春作においては，設備区の
減収割合が 2 割以内であった‘インカのめざめ’が適した品種といえる． 

サトイモでは設備区で収量の減少はみられず，特に発電半両区では対照区よりも収量が増加
した年もあった．収量の年次変化は大きく，台風の影響が多い年では地上部の倒伏などの被害も
あり，すべての区で収量は少なかったが，区間に差がみられなかった．一方で，天候に恵まれた
年にはすべての区で収量が多く，発電半量区で最大となった．天候に恵まれた年の対照区は土壌
水分が低く，乾燥していたことから，土壌水分が生育の制限因子になったと推察される．したが
って，サトイモは営農型発電に適した作物をいえる． 

経済性評価の試算として，農業収入を宮崎中央青果株式会社野菜青果物市況の高値を基に売
上を算出し，売電収入は発電量と売電価格（32 円/kW）から算出した（図 6）．栽培期間中の同
面積当たりの売電収入は対照区の農業収入よりも 1.2～6 倍大きかった．サトイモの売電収入は
2017 年よりも 2018 年で小さいが，これは栽培期間が 2017 年は 215 日，2018 年は 159 日と異な
るためである．栽培していない期間でも発電しており，同じ期間であれば発電量に大きな差はみ
られない．発電量の年次変化は小さく発電事業からは安定した収入を得られるが，農業収入は天
候や作物の種類の他，品種や出荷時期の違いによって大きく異なる．つまり，営農型太陽光発電
に適した作物や品種，作期を選択することで，減収のリスクを低減でき，増収も期待できる． 

以上のことから，営農型太陽光発電のメリットとして以下のことがあげられる．①農業収入は
収穫時のみに得られるが，太陽光発電による売電収入は一年を通じて毎月得られる．②単位面積
当たりの売電収入は農業収入よりも多く（システムコストと FIT の買取価格に依存），農家所得
向上が期待できる．③発電設備下では日射量が減少するものの，土壌水分，気温，地温などの栽
培環境要因の変動が小さく，減収の回避や増収が期待できる．④単位面積当たりの増収が期待で
きることから，農地の有効利用や自給率向上が期待できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 日射量の経時変化 (A)と積算日射量の推移（B）． 
Control：対照区，CT： 

図 4 日平均気温（A），日最高気温（B），日最低気温（C）および日較

差（D）の推移． 

図 5 コマツナの草高（A），ミズナの草高

（B）およびコカブの根重（C）．図中の

破線は出荷規格を示す．○：対照区，

□：CT，△：TT．図中の異なる文字間に

有意差有り（Tukey-Kramer test, P < 0.05, n 
= 5）．バーは標準誤差． 

A 

B 
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図 6 農業収入と栽培期間中の売電収入．サトイモの栽培期間：2017 年作 215 日，2018 年作 159 日． 
ジャガイモの栽培期間：2017 年秋冬作 114 日，2018 年春作 97 日 

 

2）設備下に到達する光量を推定するモデルの作成 

作成した計算式に公表されている近隣の日射量データを導入することで PPFD を算出し，実測

値と比較したところ高い精度が得られ，パネル角度の違いも表現することができた．本研究の結

果，対象農地の日射量測定データを用いることで営農型太陽光発電システムの導入前に農業生

産への遮光の影響の評価と経済性の検討が可能となった． 

 

3）太陽光発電と農業生産の両立し，最大化する農業システムの評価モデルの作成 

 本研究で作成した評価モデルにより，営農型太陽光発電システムのパネルの条件から農地に

到達する PPFD やサトイモの栽培期間と収量を導くことができ，さらにサトイモの卸売価格や売

電収入から経済性を評価することができ，様々なケースを比較することで営農型太陽光発電の

経営戦略を容易に検討することが可能となった． 

 

本研究の結果，設備下の PPFD，生育および経済性のモデルを統合することで営農型太陽光発

電の経済性を総合的に評価することが可能となった．またこの評価方法は地域が限定されず，汎

用性が高く，システム導入前に適正な営農の実現可能性や持続可能性を評価できる新しい事例

として位置づけられる． 

表 3 太陽光パネルによる遮光が農業収入，発電収入および総収入に及ぼす影響． 
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